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第６章 部門別の緩和策（2030 年度に向けて） 

１ 基本的な方針 

2050 年の脱炭素社会を見据え、そこに至る道筋として、2030 年度の目標を「45％
以上削減（2013年度比）」と定めます。
その目標を達成するため、ゼロカーボンにスイッチを切り替え、社会変革を踏まえ

たライフスタイルの根本的な転換、脱炭素エネルギーやイノベーションの社会実装

に向けた取組みを、今後 10年間で集中的に進めます。

2050 年の脱炭素社会を実現するためには、省エネなどのこれまでの取組みの
延長線上ではなく、望ましい社会像への移行にスピード感を持って取り組む必

要があります。

第 4次産業革命と呼ばれる、人工知能（AI）や情報通信技術（ICT）等の科学技
術の急速な進展に加え、ウィズコロナ・ポストコロナにおけるニーズの高まりを踏

まえ、デジタル化を中心とした社会変革と脱炭素化を車の両輪として進める必

要があります。

IPCC「1.5 特別報告書」の科学的知見を踏まえ、2030 年までの今後 10 年間
の取組みが極めて重要であると、国も指摘しています。

北九州ゼロカーボン・スイッチ 
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2030年度の将来推計（①現状すう勢：現状維持で対策を強化しないケース
p36参照）から、今後の対策強化による CO2削減効果（②＋③）を引いて、2030年
度の目標とする排出量（1,106万トン）を算出しています。

図表 ６-１ 2030 年度削減目標の試算結果

２０３０年度までにどれだけＣＯ を削減すれば、目標が達成できる？ 

⇒詳細は、部門ごとに後述しています。
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２ 各部門の取組み 

（１） エネルギー

① エネルギーの現状

（ア） 電気の特性と「同時同量の原則」

電力の発電量と消費量のバランスが崩れると、周波数と電圧が不安定になっ

て電気の質が低下し、工場設備がうまく稼働しなくなる等の影響が出ます。さら

に最悪の場合には、ブラックアウト（大規模停電）が発生します。一方で、化石

燃料と異なり電気はためることが難しいため、発電した電気はリアルタイムで消

費しなければいけません。

そこで、良質な電気を安定的に供給するために、発電量と電力消費量を「常

に同時同量」とする調整が行われています。発電に伴う CO2の排出量を減らす

ためには、再生可能エネルギーを増やす必要がありますが、風力や太陽光は

自然任せで不安定なため、再生可能エネルギーが増えれば増えるほど、同時

同量の確保が難しくなります。

（イ） 再生可能エネルギーが増大する九州

国内の他地域よりも再生可能エネルギーの導入量が多い九州では、再生可

能エネルギーの出力状況に応じて、火力発電は、抑制・停止、起動といった出

力調整を行いながら運用され、電力の安定供給に貢献しています。

脱炭素社会を目指すにあたって必ず必要となるのが再生可能エネルギーで

あり、今後もさらに再生可能エネルギーの導入拡大が進むことが想定される中

で、「同時同量」を維持するために需給調整の重要性がいっそう高まることから、

供給力や調整力を持つ天然ガス（LNG）等、より低炭素な火力発電を活用して
安定供給を確保しつつ、脱炭素化を段階的に進めていくことが必要です。

図表 ６-２ 九州電力の電源構成

出典：九州電力ウェブページ、 

経済産業省ウェブページを元に作成 
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図表 ６-３ 各種電源別のライフサイクル CO 排出量

② 電力の脱炭素化に伴う課題（同時同量と余剰電力）

再生可能エネルギーの導入が拡大すると、天候や電力消費の状況によって

は、供給量が需要を超え、余剰電力が生じるケースが発生します。すでに九州

電力管内では、同時同量を維持して電力を安定的に供給するために再生可能

エネルギーの出力抑制が行われ、昼間の電力価格の大幅な低下も起きていま

す。

こうした状況を回避するため、昼間の余剰電力を蓄電池でためて夜間の需要

に回すなどして需要と供給を合わせ、再生可能エネルギーを最大限に活用する

取組みが求められます。

出典：「日本における発電技術のライフサイクル CO2排出量総合評価（2016 年 7

月/（一財）電力中央研究所）」より

発電燃料の燃焼に加え、原料の採
掘から発電設備等の建設・燃料輸
送・精製・運用・保守等のために消
費される全てのエネルギーを対象
として CO2排出量を算出 

火力発電や再生可能エネルギーなどの電源別に 1kWh の電力を作り出すことで排出

される CO2 の量を比較しています。これによると石炭火力（943g/kWh）は太陽光

（38g/kWh）の約 25倍の CO2を排出していることになります。
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図表 ６-４ 九州における再エネ出力制御実績

出典：「2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた検討（2021 年 1 月/資源エネルギー庁）」より

電気を安定して使うには、常に発電量（供給）と消費量（需要）を同じにする必要
があります。
再生可能エネルギーは季節や天候によって発電量が変動するため、安定供給
には、火力発電などの出力調整が可能な電源や、蓄電池などのエネルギーを蓄積
する手段の確保が必要です。

【ポイント 】

最小需要日(５月の晴天日など)の需給イメージ

出典：「日本のエネルギー2020（経済産業省）」より 


